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入学試験問題における著作権問題について

一般社団法人日本著作権教育研究会

はじめに

2009年6月12日、第171回通常国会において、「著作権法の一部を改正する法律」が成立した。6月19日に平成21年法律第53号として公布され、翌2010年1月1日に施行された。今回、法改正に伴い入試問題の二次利用、いわゆる過去問題集の作成に影響があると思われる「裁定制度」の改正について加筆した。今回は、全体の構成を見直し、入試問題の作成から過去問の公開まで一連の流れとして、関連する法令を参照しながら進めた。

入試問題での著作権の運用は、著作権法第三十六条によって定められている。条文は、大変短く261文字で書かれているが、この簡潔さが著作権問題を混乱させる要因かもしれない。ほかにも混乱させる要因は、著作権法が私権を規律する『私法』であることも関係する。著作物の利用は、当事者間での問題でありお互いの合意があれば、どのような合意であっても第三者は異論を挟むことができない。著作権者が変われば対応も変わる。同じ権利者であっても相手によってあるいは時期によって対応が変ることもありえるため、業務としての平準化が難しい。

つぎに、使用報告に代表される『慣習』問題がある。すでに使用報告は、試験後、必須作業のように行われているし、大学から連絡がなかったことを非難するブログなども実際に存在する。同じように二次利用でもないのに使用報告とともに大学のノベルティーグッズを送ったりすると、権利者はそれがルールだと思い、金品供与が慣習化されてしまう可能性がある。

利用者側の問題として『出典表記（出所の明示）』の問題がある。国語においては、ほぼ１００％出典表記がなされているが、英語については、出典を表記していない入試問題を多数見かける。著作権法では、入試問題は「規定により著作物を利用する場合において、その出所を明示する慣行があるとき。（第四十八条第三項）」と定められている。慣行がないとすれば記載する必要はないが、英語以外の教科が記載している現状では、記載しないことを是とする有力な理由が見つからない。業者による二次利用も含め、全く二次利用の可能性が無い非公開の試験であれば、問題にならないであろうが、報道機関や、教育機関への残部配布が想定されるのであれば、出典表記は、必要であろう。

世界的に見ても著作権は、保護強化へ向かっている。物理的資源の乏しいわが国においても、知的財産は産業会において重要な資源である。入試問題と別問題だといわれる方もあるだろう。著作権法では、教育利用について最も配慮を受けているにもかかわらず、権利者からは最も杜撰であると指摘されている現実を受け止めていただきたい。

1.入試問題としての著作物利用の留意点
　第三十六条に定められているのは、入学試験の秘匿性という観点から例外として「目的上必要と認められる限度において」事前の許諾なく利用出来るとなっている。

これは問題を作る側から見ると無断で使えるとの解釈になるが、著作権者側からは、権利の制限である。著作権者は、入学試験に使われる場合は、事前に相談もなく使われても文句は言えない（拒否できない）という事になる。

そこで法律では「目的上必要と認められる限度において」という一文により量的な制限を加えている。

また「同一性保持権」「出所の明示」も忘れてはならない（著作権人格権）。また2004年に公衆送信(インターネット)に関する条文が書き加えられたが、リスニング等の問題で市販の教材テープや教材電子メディアからの使用は「当該著作物の種類及び用途並びに当該公衆送信の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合」という条文により著作権者の利益を不当に害すると考えられるので、出題できないと考えるべきである。

＜目的上必要と認められる範囲＞

　これまでの入試問題の事例として、使用量が必要範囲を超えていると言うクレームは聞いたことがない。これは、入試問題を作成する側の事情で、問題の枚数が決まっており必要最小限の掲載となっているためであろう。また著作物の一部を使っており著作者もそれほどナーバスにはなっていないのかも知れない。

＜改変（同一性保持権）＞

　入試問題として文学作品や論文その他著作物を利用する場合、設問をするために、所謂、「虫食い」や「並べ替え」が行われるが、こうした改変についてのクレームはほとんどない。

　著作者からクレームとして出てくるのは、文章の書き替えである。限られたページ数へ押し込むために文の一部を抜き去りその前後をつなぐために書き替えを行う行為により作者の論旨を変えてしまう。あるいは著作者の意図する表現等、作者のこだわりが無視された為にクレームとなるケースがある。熟慮のうえやむを得ず省略する場合は、＜中略＞あるいは、＜○行略＞といったかたちで、文章に手を加えないのが安全な方法である。

　英語の場合、文章中に難しい単語（高校過程までで学習しない単語等）があり平易な単語へ置き換えを行うケースがあるが、これは問題文下に注釈等で対応すべきで書き換えるべきではない。また、問題文として取り上げた文章の表現が受験生には難しすぎるために一部を書き換えるといったケースも見られる。権利者から最も多いクレームが、このケースである。いっそアイディアだけを使い、表現を全て変えオリジナルな文章としてしまえば問題はないが、大変な作業である。受験生のレベルに合う文章を探す作業も大変な作業であるが、改変をしなくて良いように慎重な文章の選択をお願いしたい。

＜出所の明示（出典表記）＞

　国語においては、ほとんどの入試問題で出典表記がなされているが、英語の出典表記については、半数を超える程度である。意図的に表記をしていないと判断すべきか、オリジナルであるので表記がなされていないと判断すべきか、問題作成者に直接確認出来ないので不明だが、出典表記に対するスタンスに大きな開きがある。

　著作権法では、入試問題の出典表記について次のように定めている。

第四十八条（出所の明示）

　次の各号に掲げる場合には、当該各号に規定する著作物の出所を、その複製又は利用の態様に応じ合理的と認められる方法及び程度により、明示しなければならない。

　 一、二省略

　 三　第三十二条の規定により著作物を複製以外の方法により利用する場合又は第三十五条、第三十六条第一項、第三十八条第一項、第四十一条若しくは第四十六条の規定により著作物を利用する場合において、その出所を明示する慣行があるとき。

２、３省略

条文を読む限りでは、第三十六条第一項の制限により作成された入試問題は、「その出所を明示する慣行があるとき」においてのみ出典の表示をしければならないとなる。それでは「入試問題は出所を明示する慣行があるか」ということがカギとなってくるが、国内の著作物に関しては文藝家協会や文化庁の意識としては、「慣行あり」となる。海外の著作物を使うことの多い英語について、どう判断すべきかとなるが、問題文が第三者の文章の利用で問題集等二次的な利用が想定される場合は、記載すべきだと思われる。

　英国の教育目的利用（英国著作権法第32条）を定める法律では、出典表記を求めている。また、米国では、著作権法第107条（排他的権利の制限：フェア・ユース）に教育目的利用を含むが、この際にも出典表記は必須となっている。このため問題集等への二次利用の申請を行った場合に、出典表記がなされていない点へのクレームが必ずあり、表記しない理由を求められるが、表記基準のない状態では説得出来る説明が出来ないのが現状である。二次利用の際には、「Copyright」表記が、許諾条件となるため必須となる。

　自らの意思で二次利用をしない場合、学校の責任ではないことだが、出典表記は、学校以外の第三者が当該入試問題を利用する場合、出題のために利用された著作物の利用許諾を得るための重要な情報である。学校によっては、別途出典一覧を用意されているところもある。しかし予備校や出版社が入試問題を学校から入手する場合、問題だけを渡され、二次利用する場合は自己責任で利用著作物の許諾をとらなければならない。特に英語等、海外著作物の場合、出典情報無しで利用部分の文章のみの情報では権利者まで到達することはできない。

＜使用報告＞

　著作権法上は、使用報告についての規定はなされていない。現在では、試験終了後、著作物の権利者に利用した旨の報告（使用報告）をすることが、慣例化している。この使用報告については、社団法人日本文藝家協会や大学英語教科書協会が使用報告の依頼文を各学校教育機関へ送付しているが、あくまで法的な拘束ではなく「お願い」である。

　海外については、英国、米国共に法律上また慣習としても使用報告は求めていない。日本だけの慣習である。

　第三十六条では、第二項で営利を目的とした試験のための複製、公衆送信は通常の使用料額に相当する額を支払わなくてはならないと定められている。このことから第一項の通常行われる入学試験での使用の支払いは、想定されていないものと思われる。しかし、権利者側にたてばどこか1校でも金品を供与する学校があれば、「払わない学校はけしからん」となる可能性がある。使用報告の書類と一緒に粗品等を送れば金品の供与になる。

2.残部配布と著作権
　「試験実施後の残部を受験希望者に配布してよいか？」いわゆる残部配布の問題について問合せを受けることが多いので、小会としての見解を示しておきたい。

　一般書物の残部と入学試験問題の残部には、大きな違いがある。言うまでもなく、部数不足が許されない入学試験問題では、相当数の残部が出ることを前提に印刷される。しかし判例が存在しない今、小会としては、以下に記す条件の下、自己責任で判断をして頂きたいとしか申し上げられない。

　著作権法では、第四十七条第九項（複製権の制限により作成された複製物の譲渡）で三十六条第一項に基づいて作成された複製物は、譲渡により公衆に提供することができるとされている。このまま読むと残部は、公衆に配布することができることになる。

ただし、三十六条第一項が、条件として「当該著作物の種類及び用途並びに当該公衆送信の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。」としているので、無制限によいというわけではないという考え方が多くとられている。

　三十六条第一項の「著作権者の利益を不当に害することとなる場合」とは、問題を作成する場合にすでに制限されているので、その条件をクリアした試験問題は、改めて問題にするべくもなくクリアできているという考え方ができる。

　管理団体が、目的外利用として利用料の支払いを求める理由は、おおよそ次の２つの点である。

１．
残部はあくまでも残部であり少部数であることが前提であり、受験希望者に配布できるほどの量ではなく、報道機関、近隣の教育機関等への配布がその限度である。

２．
試験はその性質上秘匿性を求めるために許諾を必要としないが、受験希望者という多数への配布は、目的外利用であり著作権者の利益を不当に害することとなる。

　たとえば第三十五条（学校その他の教育機関における複製等）においては、多くの法律学者が、複製可能な数量として教室の人数程度と解釈している。文化庁も同様の解釈をしている。その解釈からするとオープンキャンパス等で来校する生徒全員に配布できる残部というのは確かに疑問が残る（オープンキャンパス等で一度に多量を配布しなくても過去問請求者に都度渡していき結果として多量に配布する場合も同様）。法律を読む限りは具体的な数量には全く触れられていない。

　冒頭に記したように小会としては、残部配布は、行為が違法、適法という判断より、配布する部数や配布する形態によりその都度判断すべきだと考える。

3.過去問題集等二次利用の著作権
過去問題集は、第三十六条に定める「人の学識技能に関する試験又は検定」に該当しないため、一般的な著作物の利用と考えるのが妥当であろう。この場合、先の入学試験での著作物の利用とどこが違うかまとめると次のようになる。

1. 著作物が使われた過去問題集を公表（出版・公衆通信等による公開）する際には、事前に著作権者への利用許諾が必要となる。

2. 著作権者は、著作物を複製させる（権利使わせる・使わせない）権利を行使できる。

3. 著作権者は、著作物を複製させる際に表現等の条件を求めることができる。

4. 著作権者は、著作物の利用料を請求できる。

上記4点に留意が必要となる。ただし、問題作成の際に問題文自体の著作権が発生するので、学内で作成する際は、業務として著作権の所在を明らかにしておく必要がある（第十五条）。

また、著作物が使われた過去問題集を公表する主体が、学校ではなく、出版社やインターネット業者の場合は、入試問題の利用許諾を当該学校から受けた上で、利用された第三者の著作物について利用許諾を受けなければならない。

業者等へ入試問題を提供する場合は、業者と学校との間で、「利用目的、利用方法、利用期間あるいは印刷部数」等についての契約書あるいは覚書程度は交わしておいた方がよいであろうと思われる。

以下にあげる項目は、二次利用を行う際の留意点である。

＜二次利用方法について＞

　二次利用の際、入試問題で使った著作物が全て利用できるとは限らない。非許諾でなくとも著作権者の「連絡先がわからない」「連絡が取れない」「返事がない」等、問題集作成に支障をきたす事態への対応策を事前に考えておかなければならない。そうした事態を最小限にするためにも問題作成時からの準備が必要である。そのためには問題作成を担当する教員の協力と理解が不可欠である。

問題作成時の準備

1. 使用する著作物の出典を明らかにしておく

a. 出版物の場合：使用個所のコピーに加えて表紙・奥付・ISBNコードもコピーして残しておく。海外の出版物の場合は、原著作の権利情報(Copyright＝コピーライト)や原著へ転載された著作物情報（acknowledgement＝アクノーレジメント：謝辞）あるいはCredit（＝クレジット：出典表記）等、権利情報をコピーして残しておく。

b. 新聞の場合：ヘッダの日付・版名〈東京版・関東版etc〉もコピーを残しておく。

c. インターネットの場合：使用個所と連絡先のハードコピーを残しておく（ブックマークのみでは当該ページが削除されてしまった場合、情報の確認ができない）。

2. 使用方法を厳格に（第三十六条に規定する利用方法を逸脱していないか）

a. 必要最低限の利用

b. やむを得ない改変箇所があれば、理由を明記

c. 出所の明示

試験後の対応

3. 試験後、速やかな処理。全日程終了後ではなく、試験が終了したら1試験ずつ処理をする。

スケジュール確認

4. 印刷物の場合、納品日から逆算し、いつまでに許諾が必要か日程の調整と連絡先不明、非許諾、返信なし等の場合の対処について印刷業者との事前の打ち合わせが必要となる。複数の著作者の場合最低でも2ヶ月程度はかかる。

権利者不明の場合の対応

5.「著作権法の一部を改正する法律」の成立（2010年１月１日に施行）により、裁定制度の運用方法が変わった。これまで、独自調査し権利者がどうしても見つけられない場合、文化庁著作権課に相談のうえ、裁定の申請を出し裁定が認可されれば預託金を納め利用するという流れであったが、これでは、問題集の作成に間に合わないため利用出来なかった。今回の法改正で、調査方法の明確化、裁定申請中の利用が可能となりまた裁定の判定期間も大幅に短縮されたため過去問題集の作成にも制度の利用が可能となった。＜詳細は後記＞

4.翻訳等二次著作物、編集著作物、共同著作物等の利用
原作をもとに、翻訳や劇の台本などオリジナルと違う表現方法で表された著作物を二次著作物という。外国の小説を日本語で翻訳された二次著作物を第三者が利用しようとする場合、原著作者と翻訳著作者の双方の了解が必要となる。〈第二条第１項第十一項、第十一条、第二十八条〉

　辞典や新聞、雑誌等の編集著作物の場合、利用個所の著作者が特定できれば、個人の著作となるが、職務上の執筆の場合は、法人の著作物として法人からの許諾となる。また複数ページにわたり多数の項目を使用する場合、その構成方法にも著作権があるので注意が必要。〈第十二条〉

例えば、『社説』など社員が職務として書いた記事は新聞社の著作物であるが、『オピニオン』や『読者の声』は寄稿者の著作物で新聞社には許諾する権限はない。また複数の短歌が並びその論評が加えられている場合、短歌の作者と論評を加えた筆者の許諾が必要となる。ただし、「Ａさんは『○○○』といっている。Ｂさんは「×××」という意見だ。こうした観点から見るとこの問題は～（筆者の意見）。」と言った引用の場合は、明らかにＡＢ両氏の意見の引用でありこの文章の筆者の許諾のみでよいと考えられる。

共同著作物の定義は、２人以上のものが共同で創作した著作物でそれぞれの制作部分を分離できない場合と定められている。（第二条第１項第十二号）

　例えば、図と文章が連動した解説書などがこれに当たるものと思われる。地勢図と解説など社会科の科目で使われるケースがある。こうしたものの多くの場合は、出版社における職務上の著作である場合もあるが、社外の著作者が存在する場合は、双方の許諾が必要である。個別に追及しなければ判らないケースが多い。

5.海外文献の利用

海外文献についても、ベルヌ条約（WIPO＝世界知的所有権機関）および万国著作権条約により国内文献と同様の権利保護がなされている。つまり国内の文献同様の著作権処理が必要となる。海外申請には、国内申請に比べ原著作物の細かい情報が必要となる。時間的には、相手次第ではあるが、総じて国内の1.5倍以上かかっている。また、利用料を支払う際には、外為法の問題も絡んでくる。

問題点

1. 国内に既に持ち込まれた著作物でエージェントや出版社を通さねばならず時間も費用も掛かり過ぎるケースがある

2. 改変部分が多く申請が出来ないケースがある

3. 出典情報が不足しており申請が出来ないケースがある

4. 著作者＝著作権者のケースは少なく、契約先（出版社、エージェント、弁護士）への申請となることが多い。

小会では、平成１９年度入試分から海外業務を開始した。当初、エージェントとの連携による許諾を試みたが、コストと時間の問題から自分たちの手で行うことにした。現状では、OUP（Oxford University Press）との業務提携や積極的な海外出版社との直接取引により、許諾状況は国内申請と変わらないクオリティーまであげることができた。

海外権利者へ申請した場合、国内の著作権者に比べ細かい情報〔利用ページのコピーとページ数・ISDN・目次・原著作の権利情報(Copyright＝コピーライト)や原著への転載された著作物情報(acknowledgement＝アクノーレジメント：謝辞)あるいは(Credit＝クレジット：出典表記) 等々〕が必要となる。実務では、申請に必要な情報収集が出来ていないケースが多いため時間のロスや申請取り下げになっている。

基本的に出題者からの情報を元に申請を行うが、海外の場合権利が移転することが多いため申請先が変更になることが多い。移転が判明するのは申請後となるため、再度申請のやり直しとなる。申請後すぐに権利が無いことが判明すればよいが、返事が無く数回督促をかけて始めて権利が無いことが判明することもある。これも海外申請の時間ロスの原因のひとつである。

海外申請のほとんどが英語の入試問題であるが、国語に比べ改変による申請不能や、非許諾が多いのも特徴だといえる。同一性保持権の説明でも述べたが、改変の基本は、「抜き取り」「虫食い」「設問での並べ替え」「中略」であり「文章の書き換え」は、第三十六条の権利制限を超えるものである。
海外申請では許諾条件としてCopyrightの表記やインターネットの場合のパスワード等のプロテクト設定が必ず求められる。特にパスワードによるプロテクトは、事前にサーバ管理部署等と運営方法等を決めておく必要がある。許諾は得られたが、サーバがプロテクトを掛けられる構成になっていないがために利用できないという事態にならないよう注意が必要である。

一部で言われているように「海外は怖い」ということは無い。ビジネスライクな対応であるので、高いと感じたら交渉すれば良い。高額な利用料を受け入れれば、前例となり定着してしまう恐れもある。利用しなければ費用を請求されることはない。注意が必要なのは、入試利用に対して支払いを求められたときの対応だ。使用報告でも述べたが、一度支払いを受けたら前例となる。この場合、我が国の著作権法で支払い義務の無いことを説明し、二次利用分のみ支払う用意があることを伝えること。海外出版社の担当者も自国の著作権法すら良く理解していないケースもある。

米国の場合、出版社によって違うが、文章量が少ない場合、フェアユースとして無償で利用させてくれるケースもある。いかなる場合も、Copyrightの表記は必要である。通常インボイスと一緒に表記するCopyrightが届くので、国語同様に文章の末尾に表記すればよい。Copyrightの表示は、我が国の出典表記の「どの本から転載しました」というより、「この著作物の権利者は誰か」という意味合いが強いようである。国により商慣習、法律を含めた考え方に違いがあるため一概に言えないが、国内に比べ権利意識は高いように感じる。また、ここ数年、利用料は上昇傾向にある。

6.海外の著作権法での教育利用の特例
わが国では入学試験は非営利な行為として第三十六条で権利制限による利用が認められている。

英国著作権法においては、英国著作権法第32条（授業又は試験を目的として行われること）第3項で「著作権は、問題を出し、問題を志願者に伝え、又は問題に答えるという方法により試験を目的として行われるいずれのことによっても侵害されない」とされている。また、第５項では「この条の規定によらなければ侵害複製物となる複製物がこの条の規定に従って作成されるが、その後に利用される場合には、その複製物は、その利用の目的上、及びその利用が著作権を侵害するときはその後のすべての目的上、侵害複製物として取り扱われる。

この目的上、「利用される」とは、販売され、若しくは賃貸され、又は販売若しくは賃貸のために提供され、若しくは陳列されることをいう」とされている。

また、米国著作権法第107条（排他的権利の制限：フェア・ユース）という考え方である。

(1) 使用の目的および性質（使用が商業性を有するかまたは非営利的教育目的かを含む）。

(2) 著作権のある著作物の性質。

(3) 著作権のある著作物全体との関連における使用された部分の量および実質性。

(4) 著作権のある著作物の潜在的市場または価値に対する使用の影響。

上記4項の要件により判断されるものとされているが、その判例を見ても非常に難解なものである。

こうして見ていくと入試問題での使用は、問題なさそうである。ただし、二次的な利用である問題集の作成はやはりどの国の法律を見ても通常の著作物の利用と同等の権利処理（著作権者からの許諾）が必要となる。

＜英国著作権法（抜粋）＞

第32条（授業又は試験を目的として行われること）

(1) 文芸、演劇、音楽又は美術の著作物の著作権は、次の２つの条件を満たす場合には、その著作物が授業又は授業の準備の過程において複製されることにより侵害されない。 

 (a) 複製が、授業を行う者又は受ける者により行われること。 

 (b) 複製が、複写手段を用いていないこと。 

(2) 録音物、映画、放送又は有線番組の著作権は、授業を行う者又は受ける者により複製が行われることを条件として、映画又は映画の録音帯の作成において、授業又は授業の準備の過程において映画又は映画の録音帯を作成することによって複製されることにより侵害されない。 

(3) 著作権は、問題を出し、問題を志願者に伝え、又は問題に答えるという方法により試験を目的として行われるいずれのことによっても侵害されない。 

(4) 第３項の規定は、試験の志願者が音楽の著作物の実演において使用するためにその音楽の著作物の複写複製物を作成することには適用されない。 

(5) この条の規定によらなければ侵害複製物となる複製物がこの条の規定に従って作成されるが、その後に利用される場合には、その複製物は、その利用の目的上、及びその利用が著作権を侵害するときはその後のすべての目的上、侵害複製物として取り扱われる。

この目的上、「利用される」とは、販売され、若しくは賃貸され、又は販売若しくは賃貸のために提供され、若しくは陳列されることをいう。

＜米国著作権法（抜粋）＞

第107条　排他的権利の制限：フェア・ユース 

第106条および第106Ａ条の規定にかかわらず、批評、解説、ニュース報道、教授（教室における使用のために複数のコピーを作成する行為を含む）、研究または調査等を目的とする著作権のある著作物のフェア・ユース（コピーまたはレコードへの複製その他第１０６条に定める手段による使用を含む）は、著作権の侵害とならない。著作物の使用がフェア・ユースとなるか否かを判断する場合に考慮すべき要素は、以下のものを含む。

(1) 使用の目的および性質（使用が商業性を有するかまたは非営利的教育目的かを含む）。

(2) 著作権のある著作物の性質。

(3) 著作権のある著作物全体との関連における使用された部分の量および実質性。

(4) 著作権のある著作物の潜在的市場または価値に対する使用の影響。

上記の全ての要素を考慮してフェア・ユースが認定された場合、著作物が未発行であるという事実自体は、かかる認定を妨げない。

＜ベルヌ条約＞

1886年（明治19年）にヨーロッパ諸国を中心に創設され、著作権の発生に何ら手続きを要しない無方式主義を条約上の原則としている。数次の改正を経て、現在パリ改正条約が最新のものである。ベルヌ条約に関する事務は、全世界の知的所有権保護の促進・改善を目的とする世界知的所有権機関(World Intellectual Property Organization、略称ＷＩＰＯ）が行っている。

　ベルヌ条約の主な原則は、次のとおり

　内国民待遇

同盟国が外国人の著作物を保護する場合に、自国民に与えている保護と同等以上の保護及び条約で定めている保護を与えねばならない。 

　法廷地法原則

著作権の保護範囲及び救済方法については、条約の規定によるほか、保護が要求される国の法令による。 

　無方式主義

著作権の享有には登録、作品の納入、著作権の表示などのいかなる方式も必要としない。 

　遡及効

条約は、その発行前に創作された著作物であっても、発行時にその本国又は保護義務を負う国において保護期間の満了により公有となったものを除き、すべての著作物に適用される

＜WIPO（世界知的所有権機関）＞

世界的な知的所有権の保護を促進することを目的として、1970年に発足した国際機関。1974年には国連の専門機関となっている。現在世界で179ヶ国が加盟。日本は1975年に加盟している。1967年にスウェーデンのストックホルムで署名された「世界知的所有権機関を設立する条約」に基づいて創設された。これは、工業所有権の保護に関するパリ条約と、文学美術作品の保護に関するベルヌ条約のために設立されたBIRPIの後継機関である。1996年にインターネット上の著作権保護を定めた「ジュネーブ条約」を採択、2000年には、特許出願の手続きを世界レベルで標準化するための特許法条約（PLT）を採択、特許出願の記載事項や手続きの標準化を明記した。本部はスイスのジュネーブに置かれている。

＜万国著作権条約＞

著作権の保護を受けるための条件として、登録、作品の納入、著作権の表示などの方式を要求する国と無方式主義のベルヌ条約同盟国とを結ぶ架け橋の条約として1952年（昭和27年）に成立した。架け橋という訳は、この万国著作権条約によって、方式主義を採る締約国でも、著作物に表示（C表示）を付していれば、無方式主義を採る締約国の国民の著作物を保護することになったからである。万国著作権条約に関する事務は、国際連合教育科学文化機関（UNESCO）が行っている。

万国著作権条約の主な原則は、次のとおり 

　内国民待遇

締約国が外国人の著作物を保護する場合、自国民に与えている保護と同等以上の保護を与えねばならない。 

　不遡及

条約は、その発効時に保護義務を負う国において保護期間の満了により公有となった著作物又は保護を受けたことのない著作物には適用されない。 

　表示（C表示）

著作物の複製物にＣ記号と著作権者の氏名及び最初の発行の年を表示しておけば、登録、作品の納入、著作権の表示などの方式主義国でも自動的に著作権の保護を受ける。

＜参考：海外の著作権表記の例＞

ＢＢＣホームページの版権情報では、以下のような記述がなされている。

『Copyright Notice

All rights, including copyright, in the content of these BBC web pages are owned or controlled for these purposes by the BBC. 

In accessing the BBC's web pages, you agree that you may only download the content for your own personal non-commercial use. 

You are not permitted to copy, broadcast, download, store (in any medium), transmit, show or play in public, adapt or change in any way the content of these BBC web pages for any other purpose whatsoever without the prior written permission of the BBC. 』

（英文部分ＢＢＣホームページより引用）

「BBCウェブページの著作権を含むすべての権利は、BBC所有または管理下にあります。 

BBCウェブページにアクセスし、個人的に非営利な使用目的に使用される場合は、内容をダウンロードすることがでます。 

いかなる他の目的のためにもBBCの事前の許可書なしにBBCウェブページ内の内容をコピー、放送、ダウンロード、蓄積 (媒体を問わず)、公衆送信、公表、公演、改ざん、または改変はなさらないでください。（訳；内田弘二）」

6.法改正「著作権法の一部を改正する法律」

（平成21 年法律第53 号、平成22年１月１日施行）
法改正の説明を細かく行えばそれだけで90分の講演内容となるためここでは、要点のみの説明に留める。小会ホームページにも「どう変わる？法改正と過去問二次利用」(URL http://www.jcea.info/koen2009/index.html)というタイトルで法改正による過去問の二次利用への影響について掲載しているので参照して頂きたい。

今回の法改正は、インターネットの普及による著作物流通のワールドワイド化、個人による著作物公開および利用機会の増加・簡易化、そしてデジタル化による複製物の大量流通といった問題に対応しつつ産業界からの要望に応え、新たなコンテンツビジネスの促進を図ろうというものである。

文化庁による改正の趣旨についての説明は、「骨太方針2007等に基づき、電子化された著作物等（デジタルコンテンツ）の流通促進のため、インターネット等を活用して著作物等を利用する際の著作権法上の課題の解決を図る。」となっている。大きく分けて３つの柱から構成されている。

１．インターネット等での著作物利用の円滑化

２．海賊版への法的処置の強化

３．障害者の著作物利用機会の拡大

である。
（以下、文化庁ホームページより抜粋したものに解説を付記）

１．インターネット等を活用した著作物利用の円滑化を図るための措置
様々な社会的要請を踏まえ、権利者の許諾なく次の行為を行えるようにする。

○インターネットで情報検索サービスを実施するための複製等

＜解説＞

改正前の法律では、グーグルやヤフーのような検索エンジンを持ち不特定多数のサイト内を巡回・複製し、無断でサーバ内に蓄積した結果を第三者に閲覧させる行為は違法行為であった。このため検索サイトは、そうした行為を違法としない海外にサーバを設置し、その運営を行ってきた。今回の改正により政令・省令に定める要件を満たせば、国内でのサーバ設置が可能になった。（第47条の6関係）

○過去の放送番組等をインターネットで二次利用する際に権利者が所在不明等である場合の利用

＜解説＞

　過去の放送番組を放送以外の方法で利用しようとした場合、いわゆる放映権を持つ放送局以外に出演者、脚本家、挿入された楽曲等全ての許諾が必要となる。こうした多人数の許可が必要な著作物を利用する場合、所在のわからない権利者が出てくる可能性が高い。旧法の裁定制度では、実演家を対象としていなかったため出演者に不明者が出ると利用できなかった。また、印刷物等で著作権者が不明な場合も、裁定制度を利用できる要件（調査方法や不明の判断基準）、申請から裁定までの日数も不明瞭で、現実的には半ば形骸化していた。今回の法改正では、最低行うべき所在調査、裁定申請までの手順等を政令・省令で細かく定めている。

　特筆すべきは、裁定申請が受理された時点で供託金を供託すれば利用が可能となる点である。(67条, 67条の2, 103条関係)
○国立国会図書館における所蔵資料の電子化

＜解説＞

　図書館では、これまでも「汚損が激しい資料」や他の図書館へ提供するために「絶版など一般に入手することが困難な資料」については、複製し保存することが認められていた。今回の法改正では、国立国会図書館が所蔵する際に全ての資料を電子化することが出来ることになった。電子化された資料の公開に関する詳細は定められていない。(31条2項関係)
○その他（インターネット販売等での美術品等の画像掲載、情報解析研究のための複製、送信の効率化等のための複製、電子機器利用時に必要な複製）

＜解説＞

　美術又は写真の著作物の譲渡等の申出のために行う商品紹介用画像の掲載等（複製及び自動公衆送信）について、著作権者の利益を不当に害しないための政令で定める措置を講じるとの条件の下で、権利制限が認められた。（第47条の2関係）

　コンピュータ等を用いた情報解析のために行われる複製等について、権利制限が認められた。（第47条の7関係）

　コンピュータ等において著作物を利用する場合における当該コンピュータ等による情報処理の過程で行われる複製について，権利制限が認められた。（第47条の8関係）

２．違法な著作物の流通抑止
権利者が安心して著作物を提供でき、利益を確保できる環境を確保するため、次の措置を講じる。

○インターネット販売等で海賊版と承知の上で行う販売の申出は権利侵害とする（罰則あり）

○違法なインターネット配信による音楽・映像を違法と知りながら複製することを私的使用目的でも権利侵害とする（罰則なし）

＜解説＞

　違法著作物による経済損出は、拡大の一途を辿っている。日本レコード協会によると携帯電話向け音楽配信からの年間ダウンロード曲数は、正規サイト約３億３千万曲に対し、違法サイト約４億曲と違法が正規を上回る。法改正では、海賊版の違法を販売時点から申し出時点へ変更し、サイトそのものの開設を違法とした。また、罰則は無いもののダウンロードした個人に対しても権利侵害とした。(113条1項2号, 30条1項3号関係)
３．障害者の情報利用の機会の確保
障害者のために、権利者に無許諾で行える範囲を拡大する。

○視覚障害者向け録音図書作成が可能な施設を公共図書館等にも拡大。
○聴覚障害者のための映画や放送番組への字幕や手話の付与を可能に。

○発達障害等で利用困難な者に応じた方式での複製も可能に。

＜解説＞

　点字図書館等に限定されていた、視覚障害者向けの図書の作成を公共図書館にも拡大する。聴覚障害者のための録音図書の作成や、放送番組のリアルタイム字幕の作成・送信等、限られた行為のみが可能であったが、デジタル録音図書（デイジー図書）等の作成や、映画・放送番組への字幕・手話の付与等、幅広い行為が可能になる。改正前は、視覚、聴覚障害者のみが対象であったが、発達障害者等も広く対象になる。(37条3項, 37条の2関係) 

＜参考資料＞

関連する著作権法（抜粋）　

第二条（定義）

この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

～中略～

十一　二次的著作物 著作物を翻訳し、編曲し、若しくは変形し、又は脚色し、映画化し、その他翻案することにより創作した著作物をいう。

十二　共同著作物 二人以上の者が共同して創作した著作物であつて、その各人の　　寄与を分離して個別的に利用することができないものをいう。　

（昭五九法四六・８項追加９項一部改正、昭六〇法六二・１項十号の二追加、昭六一法六四・１項九号の二、九号の三、十号の三、追加１項十五号十七号７項９項一部改正、平九法八六・１項七号の二、九号の四、九号の五追加１項八号全改１項十七号削除１項九号の二７項９項一部改正、平十一法七七・１項十七号一部改正１項二十号二十一号追加第７項一部改正、平十四法七二・１項二十号一部改正、平十六法九二・１項二十三号追加、平十八法一二一・１項七の二号一部改正、平二一法五三・１項九の五号イ一部改正）
第十二条（編集著作物）

　編集物（データベースに該当するものを除く。以下同じ。）でその素材の選択又は配列によつて創作性を有するものは、著作物として保護する。

2　前項の規定は、同項の編集物の部分を構成する著作物の著作者の権利に影響を及ぼさない。

（昭六一法六四・１項一部改正）

第十五条（職務上作成する著作物の著作者）

法人その他使用者（以下この条において「法人等」という。）の発意に基づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成する著作物（プログラムの著作物を除く。）で、その法人等が自己の著作の名義の下に公表するものの著作者は、その作成の時における契約、勤務規則その他に別段の定めがない限り、その法人等とする。

2　法人等の発意に基づきその法人等の業務に従事する者が職務上作成するプログラムの著作物の著作者は、その作成の時における契約、勤務規則その他に別段の定めがない限り、その法人等とする。

（昭六〇法六二・見出し１項一部改正２項追加）

第二十条（同一性保持権）

　著作者は、その著作物及びその題号の同一性を保持する権利を有し、その意に反してこれらの変更、切除その他の改変を受けないものとする。

2　前項の規定は、次の各号のいずれかに該当する改変については、適用しない。

　 一　第三十三条第一項（同条第四項において準用する場合を含む。）、第三十三条の二第一項又は第三十四条第一項の規定により著作物を利用する場合における用字又は用語の変更その他の改変で、学校教育の目的上やむを得ないと認められるもの

　 二　建築物の増築、改築、修繕又は模様替えによる改変

　 三　特定の電子計算機においては利用し得ないプログラムの著作物を当該電子計算機において利用し得るようにするため、又はプログラムの著作物を電子計算機においてより効果的に利用し得るようにするために必要な改変

　 四　前三号に掲げるもののほか、著作物の性質並びにその利用の目的及び態様に照らしやむを得ないと認められる改変

（昭六〇法六二・２項三号追加四号一部改正、平十五法八五・２項一号一部改正）
第三十五条（学校その他の教育機関における複製等）

　学校その他の教育機関※１（営利を目的として設置されているものを除く。）において教育を担任する者及び授業を受ける者は、その授業の過程における使用に供することを目的とする場合には、必要と認められる限度において、公表された著作物を複製することができる。ただし、当該著作物の種類及び用途並びにその複製の部数及び態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。
2　公表された著作物については、前項の教育機関における授業の過程において、当該授業を直接受ける者に対して当該著作物をその原作品若しくは複製物を提供し、若しくは提示して利用する場合又は当該著作物を第三十八条第一項の規定により上演し、演奏し、上映し、若しくは口述して利用する場合には、当該授業が行われる場所以外の場所において当該授業を同時に受ける者に対して公衆送信（自動公衆送信の場合にあつては、送信可能化を含む。）を行うことができる。ただし、当該著作物の種類及び用途並びに当該公衆送信の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。
（平十五法八五・見出し1項一部改正2項追加）

※１　構造改革特別区域法（平成十四年法律第百八十九号）第十二条第二項に規定する学校設置会社の設置する学校を含む。


第三十六条（試験問題としての複製等）

　公表された著作物については、入学試験その他人の学識技能に関する試験又は検定の目的上必要と認められる限度において、当該試験又は検定の問題として複製し、又は公衆送信（放送又は有線放送を除き、自動公衆送信の場合にあつては送信可能化を含む。次項において同じ。）を行うことができる。ただし、当該著作物の種類及び用途並びに当該公衆送信の態様に照らし著作権者の利益を不当に害することとなる場合は、この限りでない。
2　営利を目的として前項の複製又は公衆送信を行う者は、通常の使用料の額に相当する額の補償金を著作権者に支払わなければならない。
（平十五法八五・見出し１項２項一部改正）

第四十七条の三（複製権の制限により作成された複製物の譲渡）

　第三十一条第一号、第三十二条、第三十三条第一項（同条第四項において準用する場合を含む。）、第三十三条の二第一項、第三十四条第一項、第三十五条第一項、第三十六条第一項、第三十七条第一項若しくは第二項、第三十九条第一項、第四十条第一項若しくは第二項、第四十一条、第四十二条、第四十二条の二、第四十六条又は第四十七条の規定により複製することができる著作物は、これらの規定の適用を受けて作成された複製物（第三十一条第一号、第三十五条第一項、第三十六条第一項又は第四十二条の規定に係る場合にあつては、映画の著作物の複製物（映画の著作物において複製されている著作物にあつては、当該映画の著作物の複製物を含む。以下この条において同じ。）を除く。）の譲渡により公衆に提供することができる。ただし、第三十一条第一号、第三十三条の二第一項、第三十五条第一項、第四十一条、第四十二条又は第四十二条の二の規定の適用を受けて作成された著作物の複製物（第三十一条第一号、第三十五条第一項又は第四十二条の規定に係る場合にあつては、映画の著作物の複製物を除く。）を、第三十一条第一号、第三十三条の二第一項、第三十五条第一項、第四十一条、第四十二条又は第四十二条の二に定める目的以外の目的のために公衆に譲渡する場合は、この限りでない。

（平十一法七七・追加、平十二法五六・一部改正、平十五法八五・一部改正） 

第四十八条（出所の明示）

　次の各号に掲げる場合には、当該各号に規定する著作物の出所を、その複製又は利用の態様に応じ合理的と認められる方法及び程度により、明示しなければならない。

一、二省略
三 第三十二条の規定により著作物を複製以外の方法により利用する場合又は第三十五条、第三十六条第一項、第三十八条第一項、第四十一条若しくは第四十六条の規定により著作物を利用する場合において、その出所を明示する慣行があるとき。

2　前項の出所の明示に当たつては、これに伴い著作者名が明らかになる場合及び当該著作物が無名のものである場合を除き、当該著作物につき表示されている著作者名を示さなければならない。

3省略

（昭六〇法六二・１項一号一部改正、平十二法五六・１項一号二号一部改正、平十五法八五・１項一号一部改正、平十五法八五・１項一号一部改正、平十八法一二一・１項一号二号一部改正、平二一法五三・１項二号一部改正）
　（平成21年法律第53号「著作権法の一部を改正する法律」で改正された条文は、文化庁ホームページ（http://www.bunka.go.jp/）でご確認ください。）

　私個人は、大学の入試問題を『大学が過去問として受験生に配布する』という行為と『出版社や塾・予備校が、教材として受験生に販売もしくは配布する』という行為は、根本的に違う問題であり分けて考えるべきだと思います。

　著作権法の第一条には、「～文化的所産の公正な利用に留意しつつ、著作者等の権利の保護を図り、もつて文化の発展に寄与することを目的とする」という条文が定められています。『大学が過去問として受験生に配布する』という行為の目的は、様々な側面を持っています。まず、入学試験問題の公表は、「入試の公正さ」の証明という側面があります。また、「求められる学力」など受験生にとって重要な情報開示という側面も持っています。精査された入試問題は、大学の教育姿勢のあらわれであるともいえましょう。社会に貢献する豊かな知識と素養を持った人材を排出するという大学の使命からも積極的に入試問題は自らの手で開示されるべきであると考えます。

　一方、『出版社や塾・予備校が、教材として受験生に販売もしくは配布する』という行為は、教育の一部であるといえるでしょう。しかしその教育は、受験という特化した部分において、そのテクニックの向上のために使用されるものであり、人材の育成や文化の発展に寄与という社会的使命は希薄です。およそ目的は違うものと考えられます。

だからと言って、私は大学が超法規的に著作物を自由に使える特権を持つべきだとは思いません。今、大学に望まれていることは、法令遵守によるきちんとした対応で教育界に模範を示すことではないでしょうか？

2002年12月、わが国初の知的財産の憲法ともいえる知財基本法制定され、内閣府に知財戦略本部を設置した時点から知財に関する考え方は変わってきました。大学は、企業同様（あるいは企業以上に）に知的財産の発信地です。その大学が本気になり知的財産に取り組まなければわが国の知的財産は守ることができないでしょう。今わが国は、世界の製造工場から世界の頭脳基地への変革が求められています。
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文責：一般社団法人日本著作権教育研究会

事務局長　内田弘二

本原稿は、大学向け「入試問題と著作権問題」のために2005年起稿し、その後、2007年、2010年改定を加えております。

ご意見やご感想等がございましたら是非ともお聞かせ願いたいと思います。
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